
令 和 ８ 年 度 事 業 計 画  

(自 令和８年４月１日 至 令和９年３月３１日) 
  
令和８年度の政府経済見通しは、所得環境の改善が進む中で、積極財政による各種

政策効果も下支えとなり、個人消費が増加するとともに、危機管理投資・成長投資の

取組が進展する中で、設備投資も増加するなど、引き続き、国内需要中心の経済成長

となることが期待され、実質ＧＤＰ成長率は 1.3％程度、名目ＧＤＰ成長率は 3.4％

程度の上昇率になると見込まれるとしている。 

一方、食料価格の上昇幅の縮小や、総合経済対策によるエネルギー価格の抑制が見

込まれるものの、基調的な物価は押し上げられ、消費者物価（総合）上昇率は 1.9％

程度となり、ＧＤＰデフレーターについては、対前年度比 2.0％程度の上昇となるな

どインフレ傾向が続くものとみられる。 

また、雇用においては、労働力人口がおおむね横ばいとなる中、経済の緩やかな成

長に伴い、完全失業率は低下（2.4％程度）するものの、労働供給は一層引き締まると

予測される。 

こうした状況おいて、中小・零細事業者が多くを占める生活衛生関係事業者にとっ

ては、過年度からの課題である「仕入価格・人件費の高騰による利益の減少」や「労

働力の不足」がより深刻化することが懸念され中で、当指導センターでは、生衛業の

経営の健全化、振興を通じて衛生水準の維持向上を図るための適切な支援策の実施や

各生衛業との協働体制の構築が求められている。 

 令和８年度の国及び東京都から当指導センターへの補助金は、前年度とほぼ同額が

認められている。この補助金等を有効に活用し、また、各種物価の高騰に対応しつつ

効果的に生衛業の抱える問題の解決に繋がる事業を展開するため、これまで以上に工

夫をこらしながら公益財団法人としての役割を着実に果たしていく。 

 令和８年度において実施する主な事業は以下のとおりである。 

 

Ⅰ 東京都補助事業 
 
１ 国庫補助対象事業 
⑴ 相談指導事業 
 ① 相談室運営事業 

    当指導センター内の相談室において、生衛業者に対する経営相談、経営診

断、開業資金や設備改善資金などの資金繰りの相談、消費者の苦情に関する

相談などを行う。 
  ② 相談指導顧問設置事業 
    指導センターの経営指導員では対応することが困難な特別の専門知識を

必要とする相談指導を行うため、弁護士による法律相談を随時実施する。 
  ③ 経営指導員事業 
    指導センター経営指導員が、営業者等に対して巡回指導を実施する。 

④ 生活衛生関係営業経営改善資金融資等指導事業 



 

    日本政策金融公庫が行う｢生活衛生改善貸付｣の融資を申し込む生衛業者

に対する経営指導・審査や巡回相談指導を実施する。 
また、経営特別相談員を対象に、経営指導に資する情報・知識等を提供す

るための研修会・講演会を開催する。 
   ⑤ 相談支援連絡協議会事業 

生衛業者に対する日本政策金融公庫の生衛貸付に係る事務等を一段と円

滑、迅速に処理するため、日本政策金融公庫と指導センター並びに生衛組合

との会議や東京商工会議所との会議を開催する。 
   ⑥ 分野調整等協議会等事業 

大企業等の事業進出等による既存生衛業者との紛争の解決を図るための

相談指導事業を行い、当事者間の自主的な事業活動調整の促進及び分野調整

全般について調査検討するため、当該事案が発生した場合は「分野調整協議

会」を開催する。 
 

  ⑵ 情報化整備事業 
    全国指導センター及び各都道府県指導センターの事務の効率化、経営指導情

報の充実及び活用等を目的とする｢生衛業情報ネットワークシステム｣が構築

されている。 
当指導センターでは、当該ネットワークシステムを活用して、クリーニング

師研修受講者・対象者の管理、標準営業約款登録店の登録、情報交換、ホーム

ページの開設等に活用するとともに、機器の整備等システムの適切な運用を図

っていく。 
 

⑶ 後継者育成支援事業 
    麺類、理容、美容、ホテル旅館、中華料理、クリーニング組合の協力を得て、

行政等との連携のもとに、中学生、高校生及び若年者を対象としたインターン

シップモデル事業を実施する。実施に当たっては、対象者及び取り組む組合の

拡大を図っていく。 
また、指導センターとの共催により、組合が後継者育成のために実施するイ

ベント・出前事業等への支援を行う。 
 

⑷ 健康・福祉対策推進事業 
   ① 健康入浴推進員養成講習会事業 
     健康入浴推進員養成講習会を、引き続き、東京都公衆浴場業生活衛生同業

組合に委託して行う。 
   ② 生衛業地域生活支援事業 
     生衛業者が、地域において高齢者や障害者等に対する適切なサービスを提

供するための環境整備を図るものであり、これまで７地区（荒川区、千代田

区、世田谷区、墨田区、西東京市、江東区、大田区）で、認知症サポーター

養成講座や盲導犬との触れ合いを通じて知識習得などを行ってきた。 
令和４年度以降は、地域にとらわれず先進的な取組事例を選定のうえ必要



 

な助成を行い、モデル事業としてその成果を広く都内に普及していく。 
   ③ 新型インフルエンザ等感染症対策等事業 

生衛業においては、従来の食中毒発生予防に加え、ノロウィルス、結核、

鳥インフルエンザ、新型コロナウイルスなど、感染症への的確な対応や対策

も重要となっている。 
引き続き、生衛業感染症対策検討会において感染症の発生・拡大防止等に

関する検討を行い、パンフレットの作成、講習会の開催など普及啓発に努め

る。 
   ④ 外国人対応支援事業 
     東京 2020 オリンピック・パラリンピックの開催を機に、増加が見込まれ

る外国人観光客へ対応するため、これまで、生衛業において外国人観光客を

円滑に受け入れるためのマニュアル及び動画の作成や、外国人従業員を受

入・活用するためマニュアル作成、併せて実践力の向上をめざした講習会を

開催してきた。 

令和８年度も、増加が続く外国人観光客に対応するために、生衛業におけ

る外国人対応への支援に関わる周知に資する取組（講習会も含む）を、引続

き行う。 
 
 ２ 東京都単独補助事業 
  ⑴ 生活衛生関係営業連携事業 

① 異業種連携事業の推進 
・消費者との意見交換の場は今後とも必要不可欠との観点から、消費者等か

らの意見・提言を聴く場としての消費者懇談会を引き続き実施する。 
令和８年度：環境サービス関係組合 

・異業種間の連携・協働を推進するため、各組合への助成事業を引き続き実

施する。 
・組合加入促進のための広報を積極的に行うとともに、指導センター相談来

所者に対する加入勧奨、組合への情報提供を実施し、各組合における加入

促進の取組を支援していく。 
   ② 都民との連携支援補助事業 

各組合が都内で開催する全国大会や周年事業において、都民との連携に資

する事業等を実施するための補助を行う。 
 

 ⑵ 生活衛生関係営業経営改善推進事業 
   ① 経営改善支援事業 
     生衛業の経営基盤の安定化を図るために、従業員 5 人以下の事業所を中心

に無料経営相談・診断を引き続き実施することにより、経営の健全化に寄与

していく。また、経営基盤強化のための講演会等を開催する。 
   ② 情報化支援事業 
    ・生衛業の IT に関する知識の習得、経営の改善、業務の効率化、新たな顧

客獲得に資するためパソコン講習会を引き続き実施する。 



 

    ・パソコン操作上の問題を解決し、操作技術を習得するため専門家による出

張サポートを引き続き実施する。 
   ・ホームページの充実など指導センターにおける情報発信を強化するための

取組を実施する。 
 
Ⅱ 受託事業 
 
 １ 東京都受託事業 
  ⑴ 推薦書発行事業 
    東京都から「生衛融資に係る知事の推薦書発行業務」における推薦書発行事

務について受託し実施する。推薦依頼の内容を十分に審査し、適切かつ迅速な

業務処理に努める。 
 
 ２ 全国センター受託等事業 
  ⑴ 景気動向等調査事業 
    特別相談員や調査対象の生活衛生同業組合等の協力を得て円滑に推進する。

実施予定件数 70 件 
  
 ⑵ 経営状況調査事業 

    生衛業の経営状況を四半期ごとに調査することにより、生衛業の経営健全化

のために活用する。 実施予定件数 70 件 
 
  ⑶ 標準営業約款事業 

理容業、美容業、クリーニング業、麺類及び一般飲食店について標準営業約

款制度の審査を実施する。また、消費者等に対して本制度の PR に努めるとと

もに、登録営業者に対して日本政策金融公庫の貸付利率が優遇されることを周

知する等、様々な工夫により登録率の向上を図る。 
 

(4) クリーニング師研修等事業 
クリーニング師研修及び業務従事者講習会を受託し実施する。クリーニン

グ組合、東京都、23 区保健所等の協力を得て研修・講習会開催の周知に努め、

受講率の向上を図る。 
 

(5) サウナ営業融資審査会 
   サウナ営業者から生衛貸付の申込みに係る「指導センター理事長の意見書」

の交付申請が提出された場合は、（公社）日本サウナ・スパ協会への加入を確

認もしくは付帯条件の上、融資審査会を開催する。 
 
（6） 衛生水準の確保・向上事業 
   11 月の「生活衛生同業組合活動推進月間」に、生衛組合の周知広報事業や

組合活性化のための取組を重点的に展開する。 



 

 ① 衛生水準の確保・向上事業推進会議の開催 
   生衛組合、関係行政機関、指導センターの構成による推進会議を開催し、

行動計画策定及び実施結果報告・評価等を行う。 
 ② 広報事業 
   消費者、生衛業者等に対し組合の広報・啓発活動を実施する。 
 ③「新規営業許可店舗情報」の整備と生衛組合への情報提供 
   生衛組合による新規開業者に対する組合加入勧奨活動の実施を支援する

ため、新規開業店舗等の情報を入手・整備し、生衛組合に提供する。 
 ④ 東京都に対する要請行動 
   都知事等に対する予算要望ヒアリング時に、衛生水準の確保・向上、組合

加入促進など生衛業に対する支援を要請する。 
⑤ 若手・後継者人材の育成事業 

   組合基盤強化を目的に、日本政策金融公庫と共催（後援）による若手・後

継者を対象としたセミナーを開催するとともに、衛生水準の確保・向上につ

いて周知する。 
 ⑥ 衛生管理等に関するセミナーの実施 
   生衛組合並びに行政機関等と連携を図り、衛生管理等セミナーを開催する。 

 
（7） 生産性向上事業 

生産性向上を図るため、地域相談員の研修会等を実施する。 
 
Ⅲ 一般事業 
 
 １ 関係機関連絡事業 
   関東甲信越静ブロック経営指導員会議等へ経営指導員を派遣するとともに、生

活衛生同業組合との連絡会を随時開催するなど関係機関との連携を密にしてい

く。令和 8 年度関東甲信越静ブロック経営指導員会議 開催県：群馬県 
 

 ２ 広報事業 
生衛業の動向や指導センターの事業内容、さらには様々な経営情報等を掲載す

る広報紙を４回発行する。 
また、ホームページの充実を図り、生衛業者及び都民に対する適時、適切な情

報の提供に努めるとともに、頻繁な内容更新、親しみやすいレイアウトなどの工

夫によりアクセス数の増加を図る。 


